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核不拡散・核軍縮に関する安全保障理事会首脳会合で採択された 

「安保理決議 1887 号（2009）」1

 

について 

 

• 経緯：2009 年 9 月 24 日、ニューヨークの国連本部で、オバマ大統領のイニシアテ

ィブで「核軍縮・不拡散に関する安全保障理事会首脳会合」が開催された。同大

統領自身が議長を務めた会合では、核不拡散体制の強化と、同大統領が提唱す

る「核兵器のない世界」の構築に向けて、核軍縮、原子力平和利用、包括的核実

験禁止条約（CTBT）の早期発効、核兵器用核分裂物質の生産禁止条約（カット

オフ条約）の早期交渉開始、核テロ対策（核セキュリティ）、北朝鮮及びイラン（国

名は明示されていないが 2 国を暗示）の安保理決議遵守、非核地帯条約・構想な

どを網羅した包括的な一連の目標を盛り込んだ「安保理決議 1887 号（2009）」が

全会一致で採択された(決議の概要、オバマ大統領及び鳩山首相演説の概要等

は別添 1 参照)。この決議は、オバマ大統領のイニシアティブにより作成され、数ヶ

月に渡る米国と各国との交渉の成果と言われている。 

• 意義・成果：今年 4 月、オバマ大統領はプラハで、核兵器を使用した唯一の国とし

て米国が軍縮を推進する道義的責任を有するとし、「核兵器のない世界」の構築

を目指すことを表明した。その後、第 1 次戦略兵器削減条約(START-1)後継条約

の交渉開始や核弾頭数等の削減で露国と合意、ラクイラ･サミットでは「核兵器の

ない世界」の構築に関し G8 首脳と合意した（「核不拡散に関するラクイラ声明」）。

そして今回、G8 合意よりも包括的な内容を盛り込んだ決議を、常任理事国（5 核

兵器国）及び非常任理事国（10 カ国）の各国首脳が参加した国連安保理の場で

全会一致という国際的コンセンサスを得た形で採択させた。同大統領のノーベル

平和賞受賞決定も相まって、2010 年 4 月の「核セキュリティ・サミット」を経て、同年

5 月の NPT 運用検討会議の開催に向け、核不拡散体制の強化と核軍縮へのモメ

ンタムは高まりつつある。 

• 課題：しかし、以下のような課題もある。 

第一： 決議そのものに法的拘束力はなく 2

第二： また決議は一連の目標の列記に留まり、核不拡散体制の強化と軍縮の

ための個別具体的な方策の検討まで踏み込んでいない。決議は、具体的方策よ

りも、先ず常任理事国と非常任理事国が協調して目標に挑んでいくとの国際社会

の結束を優先させている。 

、また決議は安保理常任理事国

（米、英、仏、露、中）と非常任理事国（日本、豪州、ブルキナファソ、コスタリカ、ク

ロアチア、リビア、メキシコ、トルコ、ウガンダ、ベトナム）の間のコンセンサスであり、

NPT未加盟のインド、パキスタン、イスラエルや、核開発問題で対立する北朝鮮及

びイランは決議には参加していない。つまり本決議は、核兵器国とNPTや核不拡

散上、特段問題ない国々の合意に留まっている。 

第三： 決議では上記NPT未加盟国にNPTへの加盟を促しているが（決議第 4

項目）、インドのPuri国連大使は、9 月 23 日付ライス米国国連大使宛の書簡の中

で、「インドはNPTの普遍化への要求を受け入れられない、非核兵器国としては

NPTに加盟しない、核兵器はインドの安全保障に不可分であり、差別のない国際

添付 
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的な核軍縮がなされるまで、この状態であり続ける（NPTに加盟しない）」、と述べ

ている 3。またパキスタンのHaroon国連大使もライス大使への書簡の中で、「核不

拡散体制は全ての国の公平かつ現実的な方法での参加によって強化される、核

不拡散と核軍縮は均衡をなし、かつすべての国の安全保障上の利益を促進する

ことを保証する必要がある」と述べ 4

第四： 決議ではIAEA保障措置につき、非核兵器国に追加議定書への署名･

批准・実施を求めている（第 15、19 項目）。2009 年 9 月現在、IAEA加盟国 144 カ

国のうち、追加議定書を批准しているのは 92 カ国＋1 機関（EURATOM）に留まっ

ている（核兵器国は批准済み、イラン、北朝鮮、インドは未批准。ただし、核兵器

国の追加議定書は国家安全保障に関する原子力関連活動を除外した任意の選

択による活動を対象とし、非核兵器国のものと比較して適用範囲が限定されてい

る。さらに核兵器国間においてもこの「国家安全保障除外」の適用方法は異なる）。

米国は 1998 年に追加議定書に署名したが、10 年後のブッシュ政権末期の 2008

年 12 月に国家機密・秘密情報の防護体制整備など国家安全保障の担保を図り、

批准書に署名した。米国の批准には、イラン等の未批准国における追加議定書

の適用を促す意図もあったようであるが

、従来からのNPTに対する姿勢を崩していない。

NPTが核兵器国と非核兵器国を明確に区別し、前者を5国に限定している現状で

は、NPTの普遍化は容易ではなく、普遍化を希求しつつも、米印原子力協力協定

のように二国間での原子力協力が現実には行われている。 

5

第五： 決議では、核燃料供給保証を含む核燃料サイクルの多国間管理につ

き、これらが核拡散リスクを削減する効果的手段であり、構築に向けた措置に合意

するよう IAEA 理事会を促している（第 14 項目）。2009 年 6 月の IAEA 理事会で

は、核燃料供給保証のうち IAEA 核燃料バンク及び露国アンガルスクでの低濃縮

ウラン備蓄の構築を IAEA が中心となって進展させていくことにつき議論が行われ

たが、これらの枠組みにより NPT 第 IV 条の原子力平和利用（注：濃縮・再処理も

含む）の権利が奪われるのではないかとの NAM 諸国の懸念により合意が得られ

ず、結局、IAEA 理事会で協議と議論を継続していくとの合意に留まった。NPT 第

IV 条の原子力平和利用の権利については、今回の決議ではこれが「奪い得ない

権利」であることを確認しているものの（第 12 項目）、懸念を唱える NAM 諸国等を

説得するに足るとは言い難く、今後、核燃料の供給要件や核燃料の受領国となる

ことができる資格など、個々の枠組み毎にきめ細かい対応を行っていくことが求め

られる。 

、IAEAに対する情報提供の拡大、IAEA

の補完的アクセス及び環境サンプリング等、非核兵器国に新たな義務を課す追

加議定書の普遍化は米国の意図に沿う方向には進んでいない。 

第六： 決議は、NPT からの脱退につき、脱退国が脱退前に行った NPT 違反

に関し、脱退後もその責任を有することを確認するとしている（第 17 項目）。これは

脱退を表明しているものの、その位置付けが曖昧なままである北朝鮮のケースを

想定していると思われるが、脱退後の責任につき何の規定がない現条約よりも踏

み込んだものとなっている。 

しかし現実には、すでにNPTからの脱退を表明済みの北朝鮮 6の外務省スポ

ークスマンは、真っ向から決議に反論、「国際社会の要望と意思をまったく反映せ

ず、我々はダブル･スタンダードな決議にまったく拘束されない。「核兵器のない世

界」を構築するには、最も核兵器を所有する国が核兵器削減と破壊に主導的立
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場を採ることが必須である」と述べているという 7。さらに北朝鮮のSin Son Ho 国連

大使は、安全保障理事会宛の書簡の中で、「兵器（arsenal）の放棄は、米国が同

じことを行わない限り、夢の中でさえも考えられるものではない（unthinkable）、

NPTに再加盟することも想像できない(unimaginable)」と述べていたと報じられてい

る 8

第七： 決議では、米露による START-1 後継条約にむけた交渉を歓迎する

（決議前文）とともにすべての国が核兵器削減及び軍縮に関する効果的な方法や

条約につき交渉すること、他のすべての国もこれに追随するよう呼びかけている

（第 5 項目）。 

。 

米露の核軍縮に関し、メドヴェージェフ大統領は、米国とのSTART-1 後継条

約を本年 12 月までに署名したいとの意向を示し 9、米露の核軍縮への足並みは

揃いつつあるようにも見える。しかし、米露のSTART-1 後継条約の年内署名及び

発効については否定的な見解もある。今年 7 月の米露首脳会談での核弾頭運搬

手段の削減数の合意に基づけば、米国は現在稼動中の地上施設や潜水艦の削

減も迫られる可能性があること、核施設の閉鎖・移設・解体に必要なプロセスの実

行能力及び財源の確保が必要なこと、削減状況の検証方法にも議論の余地があ

ること 10、また仮に交渉が妥結し条約が署名されても、上院でこれを批准できるか

否か、具体的にはSTART-1 が失効する 12 月までの時間的制約の中で批准に必

要な上院議員の 2/3 の賛成票を得るために反対する共和党議員への対応も課題

として残っている 11

さらにアジアの核兵器国である中国の動向もフォローする必要がある。胡錦濤

国家主席は、すべての核保有国が軍縮を誠実に実行すべきこと、また米露に対し

核軍縮を要請、無条件の先制不使用(no-first-use)と消極的安全保証政策を強調

した

。 

12。米国科学者連盟（FAS）による 2009 年の世界の核戦力状況 13によれば、

世界の核兵器の 95％以上は米露が保有しており、中国は露・米・仏に続く 4 番目

の核兵器保有国であり、その保有量も全体の 1％程度である。しかし、2009 年 3

月の米国国防総省情報局のAnnual Threat Assessment14

第八： 米国のCTBT批准が不透明なことである。決議は、核兵器国も含め全

ての国が核実験を行わず、CTBTを署名・批准、同条約の早期発効を要請してお

り（第 7 項目）、9 月 24-25 日に開催された第 6 回CTBT発効促進会議でも、その

旨を盛り込んだ「最終宣言」が採択されている。また 10 年ぶりに同会議に復帰した

米国は、自身のCTBT批准を促進させるべく努力すること、CTBT発効のために包

括的な外交戦略を他国と協力して策定していくとしている

によれば、「中国は現在、

米国を標的にする能力を持つICBM（大陸間弾道弾）を 50 基以下しか保有してい

ない。しかし、米国に届くICBMの弾頭数は、MIRV（多弾頭ミサイル、1 個の弾頭が

複数の弾頭を内蔵し、一度に複数の個別目標に対する誘導が可能なもの）方式

が採用されれば、15 年間で 2 倍以上になり得る」とし、中国の核兵器能力増大を

懸念している。中国に関しては、米露の核軍縮に沿う方向に進んでいくのか否か、

その動向に注視する必要がある。 

15

米国でのCTBT批准には上院議員の 2/3 を必要とし、CTBTの検証能力及び、

自国の核戦力維持等に対する懸念から批准に反対する共和党票も取り込む必要

があるため、批准できるかは微妙な状態にある。また仮に米国が同条約を批准で

きても、他の 8 つの発効要件国（中国、インドネシア、エジプト、イスラエル、イラン、

。 
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インド、パキスタン、北朝鮮）が米国に追随するかは別問題である。現在のところ、

北朝鮮は沈黙、中国はCTBTに対する一般的な支持を表明するに留まり、エジプ

トはイスラエルのNPT加盟を条件とし、イランはNPT未加盟国の加盟・批准の重要

性を指摘している 16

• 日本の立場：鳩山首相は、世界で唯一の被爆国である日本が果たすべき道義的

な責任として、核軍拡の連鎖を断ち切る道を選択したこと、非核三原則を堅持し

核廃絶を先導していくことを述べ、オバマ大統領の「核兵器のない世界」に共鳴を

示した。そして、①核保有国に対して核軍縮を求めること、②CTBTの早期発効、

カットオフ条約の早期交渉開始を強く訴えること、③日本自身が核軍縮・不拡散を

主導する積極的な外交を展開すること、④新たな核拡散の動きに対し、積極的に

対応すること、⑤原子力の平和利用にあたり、拡散のリスクを低減し、保障措置・

核セキュリティ・原子力安全の各項目について最高レベルの水準を遵守すること

が必要と述べた

。 

17。また第 6 回CTBT発効促進会議では岡田外相が、日本は来年

のNPT運用検討会議に向けCTBT未批准国にハイレベルの特使を派遣して

CTBT署名・批准を働きかけるとともに、核実験の国際監視制度の支援強化を図

っていくとの「発効促進イニシアティブ」を表明している 18

上記⑤に関連し、日本は世界で唯一の被爆国であると同時に、世界で唯一、商

業規模での核燃料サイクルを実施している非核兵器国である。今後、原子力発電

導入が活発化していくと予想されるアジアや中東の国々は、原子力利用とともに、

必然的に核不拡散、安全、核セキュリティを並行して推進していくことが求められ

る。日本は、原子力導入から半世紀以上、これらの面において経験、知識・知見、

人材を蓄積しており、そのような日本が今後とも自らを向上させつつ、新規原子力

導入国に対してこれらの面で協力していくことが、将来の世界の原子力の平和利

用及び不拡散体制の推進に貢献していくことに繋がり、また期待されていることで

もある。 

。 

また10月16日の報道によれば19、日本政府は、15日、「核廃絶に向けた軍縮の

必要性を訴える決議案20

• 帰結：オバマ大統領のイニシアティブにより作成され、他の常任理事国と非常任

理事国との粘り強い交渉を経て、核不拡散及び軍縮につき包括的な安保理決議

が採択されたことは歴史的合意とも評されており、同大統領のノーベル平和賞決

定も併せて、2010 年 5 月の NPT 運用検討会議に向け、「核兵器のない世界」構

築へのモメンタムは高まりつつある。これからが正念場である。 

を国連総会の第1委員会（軍縮・安全保障）に提出した」

という。同決議案は、「米国を含む41カ国が共同提案国に名を連ねており」、「①

CTBTの署名・批准による早期発効、②来年のNPT運用検討会議の受容性と条約

の前進、③透明性のある方法での核兵器の削減、④ジュネーブ軍縮会議の作業

促進、⑤対北朝鮮制裁決議の履行の重要性と六者協議の早期再開、等が盛り込

まれた」という。 

 

別添１：「安保理決議 1887 号（2009）」の概要、オバマ大統領、鳩山首相等演説概要 

別添２： ①第 64 回国連総会、②第 6 回包括的核実験禁止条約（CTBT）発効促進会

議、③鳩山首相と各国首相等との首脳会談、④米露首脳会談、の概要及び

発言等のポイント等（核不拡散関連部分のみ） 
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